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８ 新興感染症発生・まん延時における医療体制 

【現 状】 

（１）医療提供体制の確保 

○ 令和２年１月の新型コロナウイルス感染症の発生当初、患者は原則、感染症法に基づ

く第一種・第二種感染症指定医療機関＊１（以下「感染症指定医療機関」という。）の

感染症病床に入院させるとの国の方針により、道においては、９４床の感染症病床で対

応するとともに、患者数の増加を踏まえ、関係団体等を通じて患者対応への協力を依頼

し、入院医療体制の確保に努めました。 

北空知地域においては、まず感染症病床を有する深川市立病院と協議を行い、入院医

療体制を確保しました。 

○ 令和２年７月に道が策定した「病床確保計画」＊２では、国の方針により感染のピー

クに至るまでの間を段階的にフェーズで区切り、フェーズごとに確保病床数を設定す

ることが求められたため、３段階のフェーズを設定し、原則として第三次医療圏ごとに

フェーズの移行を行うこととしました。同計画に基づく最大確保病床数（第３フェーズ

の確保病床数）は、道全体で令和２年８月１日時点で１，７６７床、５類移行前の令和

５年５月７日時点で２，４１０床、令和５年９月２９日時点では、２，００６床を確保

しました。 

北空知地域においての最大確保病床数（第３フェーズの確保病床数）は、令和２年８

月１日時点で３３床、５類移行前の令和５年５月７日時点で３３床、令和５年９月２９

日時点で同じく３３床でした。 

北空知地域において、最も入院病床が逼迫したのは令和４年５月から令和５年２月

で、患者数の急増や施設等のクラスターが多数発生したことにより、まだ自宅や施設内

療養を支援する医療体制が整っていない中で自宅療養を基本とせざるを得なくなり、

また、入院が必要と考えられる自宅療養患者であっても、すぐに入院させるのが難しい

状況がありました。この時期の最大確保病床数（第３フェーズの確保病床数）は３３床

でした。 

１日あたりの新規発生患者のピークは当圏域では令和４年１１月でしたが、軽症の

オミクロン株が主流となり、入院治療が必要な患者は多くありませんでした。ただし、

病床を持つ医療機関でのクラスターの発生に伴い、病床が逼迫した時期がありました。

この時期の最大確保病床数（第３フェーズの確保病床数）は３３床でした。 

 

 

 

＊１ 感染症法第６条第１４項及び同条第１５項に基づき新興感染症等患者の入院を担当させる医療機関として都道府

県知事が指定した病院 

＊２ 国の方針に基づき新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の段階に応じて病床等を確保するために都道府県が定

める計画  
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○ 新型コロナウイルス感染症患者の療養体制については、感染拡大後、国の方針変更に

従い、限られた医療資源等の効果的な運用が図られるよう、患者の症状に応じ、入院、

宿泊療養、自宅または施設内療養を組み合わせた体制を整備しました。自宅療養者への

医療提供体制として、医薬品の配達に対応する薬局を確保することができました。 

○ 外来医療では、令和２年２月に第二次医療圏ごとに帰国者・接触者外来＊１を設置す

るとともに、同年１１月からは季節性インフルエンザの流行期に多数の発熱患者が発

生することを想定し、医療機関の協力の下、道全体で６５７か所の診療・検査医療機関

＊２を指定、令和５年５月７日時点で１，１７１か所、令和５年５月８日以降は、外来

対応医療機関として指定し、令和６年３月１１日時点では、１，４５４か所を確保しま

した。 

北空知地域では、令和２年１１月時点で４か所の診療・検査医療機関を指定、令和５

年５月７日時点では７か所を指定しました。令和５年５月８日以降は、外来対応医療機

関として指定し、令和６年３月１１日時点で９か所を確保しました。患者の急増に診

療・検査医療機関の拡大が追いつかず、一部の医療機関に患者が集中し、検査・診療を

受けるまで長時間を要す事態が発生した時期がありました。 

 

（２）人材の確保及び資質の向上 

○ 感染拡大等により医療機関においても集団感染事例が発生し、支援が必要な施設に

対し、道を通じ、関係団体や医療機関の協力の下、看護職員の派遣を行いました。 

○ 病院等において感染症が発生し又はまん延しないよう、最新の医学的知見を踏まえ

た施設内感染に関する情報や研究の成果に関する情報提供を行ったほか、保健・医療・

福祉関係機関を対象とした研修会・情報交換会を行いました。 

○ 施設内療養の拡大を図るため、高齢者・障害者施設向けのゾーニング、換気、個人防

護具の着脱を含む研修会を開催した他、施設に出向き、対策の確認及び情報提供を行い

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊１ 新型コロナウイルス感染症の疑い例を診察する医療機関 

＊２ 新型コロナウイルス感染症発熱患者等の診療又は検査可能な医療機関として指定される医療機関 
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《新型コロナウイルス感染症の新規感染者数の推移》 

 

■全道（令和２年 1月２８日～令和５年５月７日まで）         （単位：人） 

 

 

■空知総合振興局管内（令和２年１月２８日～令和５年５月７日まで） 

                      （単位：人）＊二次医療圏ごとの数字は非公表 
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■【再掲】空知総合振興局管内（令和２年１月２８日～令和３年６月３０日までを拡大表示） 

（単位：人） 

 

 

【課 題】 

（１）医療提供体制の確保 

○ 新興感染症流行時の対応に当たっては、感染症指定医療機関のみでは医療提供が困

難となることが想定されることから、感染症指定医療機関以外の医療機関等において

も、病床確保のほか、発熱外来や後方支援、自宅療養者・施設内療養者等への医療の提

供など、医療提供体制を確保することが必要です。 

○ 医療用マスク等の個人防護具については、医療現場において不足することがないよ

う、平時から、個人防護具の確保に取り組むことが必要です。 

 

（２）人材の確保及び資質の向上 

○ 新たな感染症危機に備え、道が進める医療人材の応援体制、人材確保の状況を圏域内

の医療機関と共有し、圏域内で有効に活用できる体制を整えることが必要です。 

○ 感染症対応を行う医療従事者等への新興感染症の発生を想定した必要な研修・訓練

を実施するなど、平時から、新興感染症に係る対応能力を高めることが必要です。 

○ 新興感染症の発生時、施設内療養が必要となることを想定して、平時から、施設職員

等へ必要な研修・訓練を実施し、施設の感染症に係る対応能力を高めておくことが必要

です。 
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【必要な医療機能】 

○ 新興感染症の発生時には、感染症指定医療機関の感染症病床により対応します。 

○ 流行初期（概ね３か月程度）には、感染症指定医療機関による引き続きの対応ととも

に、流行初期医療確保措置*１の対象となる医療措置協定*２を締結した医療機関等によ

る対応ができる体制の整備が必要です。 

○ 流行初期の経過後は、医療措置協定を締結した公的医療機関等（公的医療機関等以外

の新興感染症に対応することができる医療機関を含む。）も含めて対応し、その後、順

次速やかに、医療措置協定を締結した全ての医療機関による対応ができる体制の整備

が必要です。 

 

（発熱外来） 

 ○ 病床確保と同様に、流行の状況に応じ、流行初期医療確保措置の対象となる医療措置  

  協定を締結した医療機関、公的医療機関等が対応し、その後、医療措置協定を締結した  

  全ての医療機関に順次拡大する対応が必要です。 

 

（自宅療養者等への医療の提供） 

 ○ 医療機関等と調整を行い、新興感染症が発生した際に、速やかに自宅療養者等への医  

  療等を提供できる体制の整備が必要です。 

 

（後方支援） 

 ○ 医療機関等と調整を行い、新興感染症が発生した際に、病床確保を担う医療機関に代 

  わって患者を受け入れる体制の整備が必要です。 

 

（医療人材派遣） 

 ○ 新興感染症が発生した際に、道と連携し、感染症医療担当従事者等の派遣を要請する 

  など、圏域内で有効に活用できる体制を整えることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

＊１ 感染症法第３６条の９に基づき流行初期の感染症医療の提供による影響への補填措置 

＊２ 感染症法第３６条の３第１項に基づき新興感染症の患者等に対する必要な医療の提供などについて、都道府県知

事と医療機関の管理者との間で締結する協定 
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【数値目標等（２次医療圏ごとに設定する項目）】 

指標区分 

 

指標名（単位） 

 

目標値 

（＊） 

目標値の考え方 

 

体制整備 

（流行初期） 

 

病床数（床） 

 

5 

（1,734） 

新型コロナ発生約１年後（2020 年 12 月）の入院

患者数等を目安とし、第二次医療圏ごとに設定 

発熱外来医療機関数（機関） 
1 

（84） 

新型コロナ発生約１年後（2020 年 12 月）の新型コ

ロナの診療・検査機関数（200 床以上）を目安とし、

第二次医療圏ごとに設定することを基本にしつつ、

各圏域の医療状況など地域実情を鑑みて医療機能

を確保 

体制整備 

（流行初期 

期間経過後） 

病床数（床） 
27 

（2,448） 

新型コロナ対応で確保した最大の体制 

（2022 年 12 月）の入院患者数等を目安とし、第二

次医療圏ごとに設定 

発熱外来医療機関数（機関） 
5 

（1,146） 

新型コロナ対応で確保した最大の体制 

（2022 年 12 月）を目安とし、第二次医療圏ごとに

設定 

自宅療養者等への医療提供機関

数（病院・診療所・訪問看護事業

所数） （機関） 

5 

（986） 
新型コロナ対応で確保した最大の体制（自宅療養者

等への医療提供機関数）を目安に第二次医療圏ごと

に設定 自宅療養者等への医療提供機関

数〈薬局〉（機関） 

9 

（1,646） 

後方支援を行う医療機関数（機

関） 

1 

（108） 

新型コロナ対応で確保した最大の体制（後方支援を

行う医療機関数）を目安に第二次医療圏ごとに設定 

＊（ ）内数字は北海道医療計画の目標値 

 

【数値目標等を達成するために必要な施策】 

（１）医療提供体制の確保 

（医療機能の確保） 

○ 新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等への医療等が提

供できるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を締結するなど、平時から

計画的な準備に努めます。また、主に当該感染症に対応する医療機関等と当該感染症以

外に対応する医療機関等の役割分担が図られるよう調整に努めます。 
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（個人防護具の備蓄） 

○ 新興感染症のパンデミック時に備え、診療等の際に用いる個人防護具が不足しない

よう、医療措置協定の締結などを通じて、医療機関における個人防護具の備蓄の促進に

努めます。 

 

（適切な感染対策） 

○ 病院等において感染症が発生し又はまん延しないよう、最新の医学的知見や医療機

関における実際の対応事例を踏まえた施設内感染対策に関する情報や研究の成果及び

講習会・研修に関する情報提供や、活用の促進に努めます。 

○ 感染拡大のおそれがある感染症への対応を適確に行うため、衛生研究所や感染症指

定医療機関等と緊密に連携し、当該感染症に係る情報の収集・分析、対応方針の共有に

努めます。 

 

（２）人材の確保及び資質の向上 

○ 感染症医療担当従事者等を派遣する医療機関と平時に医療措置協定を締結するな

ど、医療人材の応援体制の整備に努めるとともに、圏域内の医療機関に情報を共有し、

必要時派遣が受けられる体制を促します。 

○ 新興感染症の発生を想定した研修・訓練の実施や、こうした研修会等への参加の促進

など、感染症対応を行う医療従事者や施設職員等の資質の向上に努めます。 

 

【医療連携圏域の設定】 

 ○ 新興感染症発生・まん延時の医療連携圏域は、発生後早期に適切な治療を開始する  

  ことが重要なことから、可能な限り当圏域内での入院医療サービスの提供を目指しま  

  す。 

   ただし、重症患者や特別な配慮が必要な患者への対応等、圏域内で医療提供体制が 

  確保されない場合、道に広域調整を依頼し、必要な診療を受けられる体制の確保に努め   

  ます。 

 

【医療機関等の具体的名称】 

                                       令和５年４月現在 

（１）第一種感染症指定医療機関                 （単位：床） 

 

 

＊ 配置基準は、都道府県ごとに１か所・２床 
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（２）第二種感染症指定医療機関                  （単位：床） 

   
＊ 原則、第二次医療圏ごとに１カ所 

＊ 人口に応じ病床数を指定。 

    人口 ３０万人未満…４床 

    人口 ３０万人以上１００万人未満…６床 

    人口２００万人以上３００万人未満…１０床 

 

（３）第一種＊１及び第二種＊２協定指定医療機関 

 ○ 感染症法に基づき知事が指定する第一種及び第二種協定指定医療機関については、  

  最新の情報を公表する必要があるため、道のホームページ上で公表します。 

 

 

＊１ 感染症法第６条第１６項に基づき新興感染症患者を入院させ、必要な医療を提供する医療機関として都道府県知

事が指定した病院又は診療所 

＊２ 感染症法第６条第１７項に基づき新興感染症患者に対し、発熱外来又は自宅療養者等への医療を提供する医療機

関等として都道府県知事が指定した病院、診療所、薬局又は訪問看護事業所 
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【歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割】 

 ○ 病院歯科等は、感染症発生・まん延時の在宅療養患者等において、口腔衛生及び口腔  

  機能の維持・管理を行うことが重要であることから、歯科衛生士も活用しながら、在宅   

  歯科医療や高齢者施設等との連携を含め、地域の実情を踏まえた歯科保健医療体制の 

  充実に努めます。 

 

【薬局の役割】 

 ○ 薬局は、感染症発生・まん延時の在宅療養患者に対して、医療機関や訪問看護事業所 

  等と連携し、薬学的管理の下、訪問による患者への適切な服薬指導等を行う体制の確保 

  に努めます。 

 

【訪問看護事業所の役割】 

 ○ 訪問看護事業所は、感染症発生・まん延時における在宅療養患者等に対して、医療処 

  置や療養生活の支援等の訪問看護サービスを安定して提供するために、訪問看護事業 

  所間や関係機関と平時から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 感染症指定医療機関のほか、感染症指定医療機関以外の医療機関等においても対応できる医療提供体制の確保を

目指す。 

 


